（様式７）
提案書
１　本事業の理解度について
本事業の背景や目的及びその必要性を考慮した上で、現在の活動も含め貴社の取組姿勢について記述すること。
	


２　実施体制・委託費の用途について
仕様書の「５　事業内容」について、実施のための体制、委託費の配分等記述すること。

	（別紙回答でも可）
ア　実施のための体制
イ　受託費（内訳は別紙でも可）



３　若年性認知症支援コーディネーターの人材と支援体制について
（１）若年性認知症支援コーディネーターとして配置予定している方の職種及び実務経験等について記述すること。
	保健福祉医療分野の職種
	若年性認知症に関わる実務経験等

	
	

	
	


（２）若年性認知症支援コーディネーターとして配置予定者が、本事業でどのような効果を見込めるか、配置予定者の活動実績や強み等を踏まえ記述すること。
	


（３）法人内での若年性認知症支援コーディネーターへの支援体制について記述すること。
	


４　個別相談事業について
　　　コーディネーターが実施する支援体制、支援内容について、重視するポイントを挙げ、記
述すること。
	


５　普及啓発及び研修の実施について
（１）普及啓発について、掲載内容、普及啓発の方法等具体的に記述すること。
	


（２）研修の実施について、提案者の考え方、対象者や企画内容等について具体的に記述すること。
	


６　若年性認知症支援ネットワークの構築について
（１）行政、医療、福祉、介護、就労の分野において、各分野の関係機関との連携実績について記述すること。
	


（２）早期からの相談支援につなげるために認知症疾患医療センターとの連携実績と今後の連携方針について記述すること。
	


７　その他
今までの設問以外に取り組みたい事業等あれば、記述すること。
	


